別添1
多久市中小企業等省エネ設備対象基準
第１　共通要件
対象設備は、品目を問わず、次の要件をすべて満たすものとする。
（１）　新品であること（中古品、リサイクル品及び自作又は改造した機器を除く。）。
（２）　市内の事業所に設置するものであること。自宅で事業を実施している場合は、生活スペースと事業スペースが明確に区分されていることを要する。
（３）　補助対象者が自ら所有するものであること（リース契約によるものを除く。）。
（４）　現に使用している設備の更新又は新たな設備の導入（以下「更新等」という。）であり、単なる修理又は部品交換に該当しないものであること。
（５）　市内事業者（市内に本店、支店又は営業所等を有する事業者をいう。）から購入するものであること。ただし、取り扱う市内事業者が存在しない場合は、この限りでない。
（６）　補助対象者本人又は補助対象者の関係会社（親会社、子会社その他資本関係を有する法人をいう。）以外の第三者から購入するものであること。
第２　品目別の判断基準
対象設備の省エネルギー性能は、次の表のとおり判断する。
	品目
	判断基準

	省エネ機器
（LED照明機器、空調機器、冷蔵庫・冷凍庫、製氷機、温水機器・エコキュート、ガス・石油ストーブ、ガス調理機器）
	統一省エネラベル（エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）の規定に基づく小売事業者表示制度による表示をいう。）が付されており、かつ、当該ラベルにおける「省エネ性マーク」が緑色であること。

	指定ユーティリティ設備
（高効率空調、業務用給湯器、冷凍冷蔵設備等）
	経済産業省資源エネルギー庁が実施する省エネルギー投資促進支援事業費補助金等において、経済産業省が指定する団体（SⅡ）が当該事業のホームページにおいて対象設備として型番を公表しているものであること。


指定ユーティリティ設備の例
	設置区分
	種別

	高効率空調
	電気式パッケージエアコン、ガスヒートポンプエアコン

	業務用給湯器
	業務用ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器（ガス・石油）

	冷凍冷蔵設備
	電気冷蔵庫、電気冷凍庫、冷凍機内蔵形ショーケース、コンデンシングユニット


上記の表は例示であり、経済産業省資源エネルギー庁が公表する最新の対象設備一覧によるものとする。
